平成２３年度　第３回　社会教育委員会議・公民館運営審議会会議録

日　　時：平成２４年３月２６日（月）午前１０時～１１時４０分

場　　所：鳥取市文化センター　２階　第２会議室

出席委員：＜委　員＞高田委員、山根委員、廣田委員、森田委員、須崎委員、出脇委員、上山委員、田渕委員、加賀田委員、長谷委員、米田委員、岡田委員、伊藤委員、中村委員、高橋委員、花木委員、森本委員

（欠席：西尾委員、松本委員、米沢委員）

＜事務局＞竹氏生涯学習課長、吉田生涯学習課課長補佐、
　　　　　　　　　　河井生涯学習課主査、山形生涯学習課主任、
　　　　　　　　　　岡島危機管理課防災コーディネーター

　　　　　　　　　　山本少年愛護センター指導員

※発言内容等について、事務局で一部加筆訂正しています。

１　開　会（進行　竹氏生涯学習課長）午前１０時

２　会長あいさつ

　　

３　協議報告事項（進行　上山会長）

　　これ以降、上山会長が議長として進行した。

（１）平成２３年度社会教育関係事業報告について

（２）平成２４年度社会教育関係事業計画（案）について

（３）「鳥取市生涯学習推進基本方針」について

　　（事前に配布した資料をもとに事務局説明）
〔委員〕　今、全国的にも地域づくりが重要視されている。自らの地域の歴史や文化を積み上げて、地域をいきいきとさせることが大切であり、そのためには社会教育分野の活動が重要と考える。市民大学の講座でも地域づくりに直結するようなもの、地域の人材育成を促進するようなものをやっていただきたい。
　　〔事務局〕　地域づくりという視点は市民大学の各講座の内容にも含まれていると考えるが、市民大学の目的は一般的な教養の学習を行うことを主にしている。また、地域づくりや地域活性化に関する取組は、様々な部署が講座や教室、イベントを行っている。社会教育もその中で重要な役割を担っていると認識している。
〔委員〕　地域づくりに関しては、すでにまちづくり協議会というものが各地にできている。地域によって様々な課題や地域づくりに対する考え方があり、地域づくりや人材育成のあり方も異なるので概念的に地域づくりのモデルを示すことは難しいと考える。
　　　　　　　　また、地域づくり、まちづくりというものは、広い範囲を対象とするのは難しいと考える。小規模な地域ごとに、長期にわたって取り組んでいく必要がある。市民大学は、受講者の範囲が市全体であり、参加者も任意である。
地域づくりに関する学習は、市民大学より地域で取り組んだほうがよいと考える。
　　
（４）鳥取市愛護センターの補導の状況について

（パワーポイントにより事務局説明）
〔委員〕　保護者や学校が、問題行動をしている子どもたちにどのように関わっていくかが大切だと考える。
〔事務局〕　愛護センターの職員は、子どもたちを見つけるとまずお互い顔見知りとなり、何度か会った後に声をかけている。それをきっかけに子どもたちと話してみると、どの子どもたちも自分たちが悪いことをしているということを知っている。ただ、自分たちがみんなから相手にされなくなって、自分たちを見てくれと問題行動をしているようだ。問題行動をおこすようになったのは、背景があってそうなったのであり、それを理解してやることが子どもたちの更生へのエネルギーになるのではないかと考える。
冒頭申し上げたとおり、補導活動は職員が平日の１時間しか巡回できておらず、そこでしか現状が見えていない。その点を認識した上で、青少年健全育成あるいは非行防止のために何ができるのか考えていく必要があると思う。
　　　　　〔議　長〕　愛護センターの補導活動だけに任せるのではなく、地域、家庭、学校などが連携して取り組んでいかなければならない。

このことを認識し、今後も協議することとしたい。
（５）公民館における災害対策について

（事前に配布した資料をもとに事務局説明）
〔委員〕　今までの自主防災会は、端的にいえば、助成金をもらうため、消火器をもらうために結成されていたのではないか。東日本大震災の後、立て直す時期にきており、これからも自主でよいのか考える必要がある。防災会の設置を義務づけ、災害対策を地区だけでなく、町内会、世帯単位まで浸透させる必要がある。防災マップも現状は任意の作成だがそれでよいのか検討する必要がある。また、防災指導員などリーダーを町内単位で置く必要があると考える。
〔事務局〕　全ての町内会に自主防災会が組織されることが目標であり、今後もそのように取り組んでいきたい。
〔委員〕　災害時要援護者をどのように把握し対応するのかが、自主防災を考える上で課題だと思う。いざというとき、災害時要援護者をどうやって救助し、避難させるのか、情報を把握していなければできないが、個人情報保護の関係で全てを把握することができていない。またこの情報を自主防災会の誰が管理するのかが問題となる。
　 　〔事務局〕 災害時要援護者支援制度は登録制度なので、各町内会にお願いして、支援者と要援護者の登録をしていただき、それに基づいて支援計画を立てていただいている。情報管理は、その地区、あるいは町内会でしていただいている。地区によっては、防災マップを作成する際に、該当者を記入したものを作成し、公民館の鍵のかかる部分に保管し、災害時にはそれにもとづいて支援をおこなうという取組をされている地区もあると伺っている。
〔委員〕　防災マップは各地区公民館単位でやっているが、誰が責任をもってつくるのか。
〔事務局〕 現在は、各地区で自主的に取り組んでいただいている。
〔議　長〕 昨年の東日本大震災を踏まえ、思いを新たに今後の取組を進めていただければと考える。来年度また同じ議題で、ということもあったので、今回はこれで終わらせていただく。
（６）その他

　　　事務局より、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」の制定に伴い、社会教育法の一部が改正されたことにより、平成２４年２月議会において「鳥取市公民館条例」を改正し、これまで社会教育法で定められていた公民館運営審議会委員の委嘱基準を同条例に規定したことが報告された。
４　その他

　なし
５　閉　会　　　　　　午前１１時４０分

